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はじめに 

 

平成１８年１２月、国連総会における「障害者の権利に関する条約」の採択以降、平成２４年

７月には文部科学省や中央教育審議会初等中等教育分科会により「共生社会の形成に向けたイン

クルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」（報告）がとりまとめられ、障がいの

ある子供の自立と社会参加を見据え、子供一人一人のニーズに最も的確に応える指導を提供でき

るよう、多様な仕組みが整備されてきました。 
また、令和 3 年 1 月には、「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告」がと

りまとめられ、特別支援教育に関する方向性が改めて示されました。 
岐阜県においても、「地域と共に創る 新たな学びのスタイル」の基本理念・基本方針のもと、

「新 子どもかがやきプラン」に基づいて、特別支援教育を推進するための体制整備を目標に様々

な施策に取り組んできました。一人一人の多様な教育的ニーズに応じて、学校資源や地域資源を

効果的に活用したきめ細やかな学びを受け取ることができる「岐阜県が進めるインクルーシブ教

育システム」の構築を目指し、子供たちの願いに寄り添い、学びを広げ、社会につなぐための教

育内容の充実を具現化するための施策を進めています。 
文部科学省は、従来の「教育支援資料」について、障がいのある子供の就学先となる学校や学

びの場の適切な選択に資するため、令和 3 年 6 月に「障害のある子供の教育支援の手引」として

改訂を行いました。本県においても、文部科学省の方向性をふまえつつ、「教育的ニーズ」を整理

する際の考え方や支援の具体例を記載し、就学先の学校や学びの場の判断に際しての Q＆A を充

実するなど、これまでの「（岐阜県版）教育支援の手引」を大幅に改訂いたしました。市町村教育

委員会を始め、関係各位におかれましては、本手引を活用し、県内の子供たち一人一人のニーズ

に的確に応える指導を提供できるよう、お願い申し上げます。 
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１ 障がいのある子供の教育支援の基本的な考え方 

 

（１）障がいのある子供の教育に求められること 

学校教育は、障がいのある子供の自立と社会参加を目指した取組を含め、「共生社会」の形成に

向けて、重要な役割を果たすことが求められています。そのためにも「共生社会」の形成に向け

たインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進が必要とされています。 

インクルーシブ教育システムの構築のためには、障がいのある子供と障がいのない子供が、可

能な限り同じ場で共に学ぶことを目指し、その際には、それぞれの子供が、授業内容を理解し、

学習活動に参加している実感・達成感をもちながら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身

に付けていけるかどうかという最も本質的な視点に立つことが重要です。 

そのための環境整備として、子供一人一人の自立と社会参加を見据えて、その時点での教育的

ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要です。

このため、小中学校等における通常の学級、通級による指導、特別支援学級や、特別支援学校と

いった、連続性のある「多様な学びの場」を用意していくことが必要です。 

そして、子供一人一人の障がいの状態等や教育的ニーズ、本人及び保護者の意見、教育学、医

学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先の

学校や学びの場を判断することが必要です 。 

さらに、全ての学びの場において、障がいのある子供と障がいのない子供が共に学ぶ取組を、

年間を通じて計画的に実施することが大切です。小中学校等内において、特別支援学級と通常の

学級との間の日常的な交流及び共同学習を推進することはもちろんのこと、特別支援学校と小中

学校等との交流及び共同学習を積極的に推進することが必要です。 

 

（２）早期からの一貫した教育支援 

① 早期からの教育相談・支援の重要性 

障がいのある子供に対し、その障がいを早期に把握し、早期からその発達に応じた必要な支

援を行うことは、その後の自立や社会参加に大きな効果があると考えられるとともに、障がい

のある子供を支える家族に対する支援という側面からも、大きな意義があります。 

乳児期から幼児期にかけて子供が専門的な教育相談・支援が受けられる体制を、医療、福祉、

保健等との連携のもとに早急に確立することが必要であり、その資源の積極的・効果的な活用

により、高い教育効果が期待できます。 

教育委員会と福祉部局とが早期から連携して、互いの窓口を明確にしたり意識的に情報共有

を行なったりするなど、教育と福祉等の効果的かつ効率的な連携体制を構築することが重要で

す。 

 

② 一貫した教育支援の重要性 

障がいのある子供が、地域社会の一員として、生涯にわたって様々な人々と関わり、主体的

に社会参加しながら心豊かに生きていくことができるようにするためには、教育、医療、福祉、

保健、労働等の各分野が一体となって、社会全体として、その子供の自立を生涯にわたって教

育支援していく体制を整備することが必要です。 
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障がいのある子供一人一人の教育的ニーズを把握・整理し、適切な指導及び必要な支援を図

る特別支援教育の理念を実現させていくためには、早期からの教育相談・支援、就学相談・支

援、就学後の継続的な教育支援の全体を「一貫した教育支援」と捉え直し、個別の教育支援計

画の作成・活用等の推進を通じて、子供一人一人の教育的ニーズに応じた教育支援の充実を図

ることが、今後の特別支援教育の更なる推進に向けた基本的な考え方として重要です。 

個別の教育支援計画の作成・活用等により、障がいのある子供一人一人について①教育的ニ

ーズの整理、②支援の目標や教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容の検討、③関係者間

の情報共有の促進と共通認識の醸成、④家庭や医療、福祉、保健、労働等の関係機関との連携

強化、⑤教育的ニーズと必要な支援の内容の定期的な見直し等による継続的な支援、などの効

果が期待でき、その取組を強力に推進していくことは、特別支援教育の理念の実現につながる

ものです。 

これにより、就学支援中心の「点」としての教育支援だけではなく、早期からの教育相談・

支援、就学相談・支援、学校や学びの場の変更を含む就学後の継続的な教育支援に至る一連の

「線」としての教育支援へ、そして、家庭や関係機関と連携した「面」としての教育支援を目

指すことが大切です。 

 

③ 移行期の教育支援に求められること 

一貫した教育支援を効果的に進めるためには、教育支援の主体が替わる移行期の教育支援に

特に留意する必要があります。移行期においては、個別の教育支援計画やこれまで各地域で共

有されてきた関連資料を活用し、従前の教育上の合理的配慮を含む支援の内容を新たな支援機

関等に着実に引き継ぐことが重要です。 

特に、就学移行期（園や保育所、通所支援施設等から小学校、義務教育学校前期課程や特別

支援学校小学部に引き継がれる時期、及び小学校、義務教育学校前期課程や特別支援学校小学

部から中学校、義務教育学校後期課程や特別支援学校中学部に引き継がれる時期）における教

育支援の在り方は重要です。理由としては、本人及び保護者の期待と不安が大きいこと、就学

移行期は子供の成長の節目と対応していること、子供一人一人の教育的ニーズに応じた適切な

学校や学びの場を検討する必要があることなどが挙げられます。 

このため、本人及び保護者が正確な情報を得て、それらを理解した上で意向を表明できるよ

う、小中学校等と特別支援学校双方で受けられる教育の内容、支援体制を含む基礎的環境整備、

「障害者差別解消法」に基づく合理的配慮の提供、可能な範囲で医学等の専門的見地も含めた

学校卒業までの子供の育ちの見通し等について、きめ細かい情報提供を行うこと、さらに卒業

後を含むライフステージに応じて、小中学校等や特別支援学校における教育による成長事例が、

本人及び保護者等に分かりやすい形で情報提供されることが重要です。 

 

④ 就学後のフォローアップと柔軟な対応 

就学時に決定した学校や学びの場は、固定したものではなく、それぞれの子供の発達の程度、

適応の状況等を勘案しながら、小中学校等から特別支援学校又は特別支援学校から小中学校等

といったように、双方向での転学等ができること、新たに通級による指導の開始や終了ができ

ること、特別支援学級から通常の学級への学びの場の変更ができることなどを、全ての関係者
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の共通理解とすることが重要です。 

そのためには、学校内の特別支援教育に関する体制を整備しながら、教育相談や個別の教育

支援計画に基づく関係者による会議等を定期的に行い、支援の目標や教育上の合理的配慮を含

む必要な支援の内容についての評価に基づき、必要に応じて個別の教育支援計画や個別の指導

計画の見直しを行うとともに、学校や学びの場を柔軟に変更できるようにしていくことが適当

です。 

 

⑤ 進学や就職、就労等に向けた取組 

障がいのある子供が、将来の進路を主体的に選択できるよう、子供一人一人の実態や進路希

望等を的確に把握し、早い段階からの進路指導の充実を図ることが大切です。その際、実際に

進学した場合に必要な教育上の合理的配慮を含む支援の内容の整理等、子供一人一人の教育的

ニーズを踏まえた早期の準備が必要です。また、就職を希望する生徒に対しては、企業等への

就職が、職業的な自立を図る上で有効であることから、労働関係機関等との連携を密にした就

労支援を進めることが必要です。さらに、卒業後に福祉サービスを利用した、いわゆる福祉的

就労等に進むことも想定されることから、障害福祉担当部局等との連携を進めることも必要で

す。 

社会の中で自立していくための教育という意味でキャリア教育と特別支援教育の考え方には

共通するものがあります。社会環境の変化が大きくなっていく中、特別支援教育で行われてき

ている自立や社会参加に向けた主体的な取組を促す支援、職業教育や職場体験を更に充実させ、

進化させていく必要があります。 

 

（３）今日的な障がいの捉えと対応 

① 今日的な障がいの捉え方 

ＷＨＯは、平成 13 年に、「国際生活機能分類（ＩＣＦ）」を採択しました。障がいの捉え方に

ついては「障害者差別解消法」やユニバーサルデザイン 2020 行動計画等においても「障害の社

会モデル」の考え方が大切にされていることに留意する必要があります。また、「特別支援学校

教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）」等においても、「障害によ

る学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な知識・技能等を身に付けるための指

導を計画する際には、ＩＣＦの障害の捉え方を踏まえる」よう、ＩＣＦの詳細な解説を含め具

体的に示されています。 

 

② 合理的配慮とその基礎となる環境整備 

・基礎的環境整備等について 

合理的配慮の基礎となる環境整備については、基礎的環境整備と呼ぶこととされています。

基礎的環境整備は、不特定多数の障がい者が主な対象となるものですが、その整備状況を基

に、設置者及び学校が、各学校の状況に応じて、障がいのある子供に対し、合理的配慮を提

供することとなります。合理的配慮の充実を図る上で基礎的環境整備の充実は欠かせません。 

基礎的環境整備については、体制面、財政面を勘案し、均衡を失した又は過度の負担を課

さないよう留意する必要があります。また、後述の合理的配慮は、基礎的環境整備を基に個
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別に決定されるものであり、それぞれの基礎的環境整備の状況により、提供される合理的配

慮は異なることになる点について留意する必要があります。 

・合理的配慮の定義等について 

合理的配慮とは、「障害のある子どもが、他の子どもと平等に『教育を受ける権利』を享有・

行使することを確保するために、学校の設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行う

ことであり、障害のある子どもに対し、その状況に応じて、学校教育を受ける場合に個別に

必要とされるもの」であり、「学校の設置者及び学校に対して、体制面、財政面において、均

衡を失した又は過度の負担を課さないもの」と定義されています。 

・合理的配慮の決定方法・提供・観点について 

合理的配慮の決定・提供に当たっては、各学校の設置者及び学校が体制面、財政面も勘案

し、「均衡を失した」又は「過度の」負担について、個別に判断することとなります。各学校

の設置者及び学校は、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組として、障害者差別

解消法に基づき、合理的配慮を行うことが重要です。その際、現在必要とされている合理的

配慮は何か、何を優先して提供する必要があるかなどについて、関係者間で共通理解を図る

必要があります。 

設置者及び学校と本人及び保護者により、個別の教育支援計画を作成する中で、発達の段

階を考慮しつつ、合理的配慮の観点『①教育内容・方法、②支援体制、③施設・設備』等を踏

まえながら、合理的配慮について可能な限り合意形成を図った上で決定し、提供されること

が望ましく、その内容は、個別の教育支援計画に明記するとともに、個別の指導計画におい

ても活用されることが重要です。 

また子供一人一人の教育的ニーズを把握・整理し、就学先となる学校やそれぞれの学びの

場における基礎的環境整備の状況等により、提供可能な合理的配慮を勘案しながら、就学先

となる学校や学びの場の検討がなされることからも、教育委員会・学校、本人及び保護者の

双方で合理的配慮の確保や提供に関する理解を深めることが大切です。 

 

２ 就学に関するモデルプロセス 

 

（１）就学先決定等の仕組みに関する基本的な考え方 

我が国では、「学校教育法施行令 22 条の３」において特別支援学校における教育の対象として

５つの障がいの程度が定められています。また、「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫

した支援について（通知）」（平成 25 年 10 月文科初第 756 号）において特別支援学級や通級によ

る指導の対象となる障がいの種類及び程度が示されています。ただし、いずれについても障がい

の状態を示したものであり、「就学基準」としての機能はもたないこととなる一方で、障がいの程

度を示すものとしての機能は、引き続き有していることには留意が必要です。 
これを踏まえ、就学先となる学校や学びの場の判断・決定に当たっては、障がいのある子供の

障がいの状態のみに着目して画一的に検討を行うのではなく、子供一人一人の教育的ニーズ、学

校や地域の状況、保護者や専門家の意見等を総合的に勘案して、個別に判断・決定する必要があ

ります。その際、子供一人一人の障がいの状態等を把握して教育的ニーズを明確にし、具体的に

どのような支援の内容が必要とされるかということを整理することがまずは重要です。そして、
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自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる就学

先となる学校や学びの場について、教育支援委員会等において検討を行うとともに、市町村教育

委員会が総合的な判断を行い、本人及び保護者、教育委員会及び学校との合意形成を進めた上で、

最終的には市町村教育委員会が決定することとなります。 
こうした一連のプロセスとそれを構成する一つ一つの取組の趣旨を、就学に関わる者全てが十

分に理解することが、とりわけ重要です。 
 

（２）就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動 

法令に基づいて本格的な就学手続が開始される以前の適切な時期に、本人及び保護者を対象と

した事前の準備を支援する活動を、計画的に実施していくことが、その後の就学に関する手続き

について十分理解を深め、適切で円滑な就学先の決定を行う上で極めて重要です。 
市町村教育委員会が行う具体的な取組例としては、「啓発資料の作成と活用」、「就学説明会の実

施」、「早期からの支援を行っている機関との連携」、「早期からの就学に関する事前の教育相談」、

「対象となる子供の行動等の観察」、「学校見学や体験入学の実施」、「先輩の保護者や障がい当事

者等の経験に学ぶ機会の設定」などが挙げられます。 
これらの機会を通して、本人及び保護者が「就学先となる学校や学びの場」や「検討プロセス」

について正しく理解し、そのうえで意向を表明できるようにすることが特に重要です。 
 

（３）法令に基づく就学先の具体的な検討とプロセス 

市町村教育委員会は、域内に住所の存する子供の適切な就学についての責任を負っています。

そのため、就学先決定の仕組みにおいては、本人の障がいの状態等や教育的ニーズ、本人・保護

者の意見、教育学・医学・心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合

的な観点から、最終的には市町村教育委員会が就学先を決定することとなります。その際、教育

支援委員会等を設置し、専門家の意見を聞きながら、以下のプロセスを経て就学先を決定します。 
① 学齢簿の作成 

「（２）就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動」で述べたように、学齢簿の作

成前の段階における就学に関する取組が重要なことに留意する必要があります。 
 

② 就学時健康診断の実施 

障がいの状態等が明確になっていない幼児や、認定こども園・幼稚園・保育所等への通園・

通所歴のない幼児については、就学時の健康診断及びその結果に基づく対応が、就学先の学校

や学びの場を決定するための情報を収集する上で特に大きな意味をもつため、慎重を期して実

施することが求められています。 
 

③ 保護者からの意見聴取・意向確認のための就学相談 

本人及び保護者から就学に関する意見聴取・意向確認を行うための就学相談に当たっては、

「（２）就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動」を参照した取組を実施し、本人

及び保護者が就学先について考える時間を十分に確保しておくことが必要です。また、就学先

決定後も、柔軟に学校間の転学や学びの場の変更等ができることなどの説明を行うことも必要
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です。中学校又は特別支援学校中学部への進学時などにおいては、保護者の思いが子供本人の

思いや子供の教育的ニーズとは異なる場合があることに留意する必要があります。 
 

④ 市町村教育委員会による教育的ニーズの整理と必要な支援の検討 

市町村教育委員会は、障がいのある子供の障がいの状態等の整理や、これまでの就学に関す

る事前の相談・支援として行われる様々な活動を通じて整理された子供の課題、本人及び保護

者の意向等の結果を踏まえ、対象となる子供の教育的ニーズと必要な支援の内容を検討し、本

人及び保護者や学校等との合意形成を進めながら、最終的には市町村教育委員会が、法令に基

づき、就学先を決定することになります。 
この場合においては、教育的ニーズと必要な支援の提供について、地域の教育資源等をどの

ように活用できるのかとともに、現在の教育資源では提供が困難な支援の内容を明確にするこ

とも重要であり、就学先の違いにより必要となる環境や支援の内容、期待される教育効果、将

来の支援の見通しなどについても検討し、整理することが必要です。 
さらには「外国人の子供の就学の促進及び就学状況等の把握等について（通知）」（平成 31 年

３月）を踏まえるなどして、「障がいのある外国人の子供の場合」、「重複障がいのある子供の場

合」、「医療的ケアの必要な子供の場合」など、様々な状態に応じて教育的ニーズの整理と必要

な支援の検討を実施できるように備えておくことが大切です。 
 

⑤ 教育支援委員会等による専門家からの意見聴取 

市町村教育委員会は、就学先となる学校や学びの場の検討に当たり、教育学、医学、心理学

等の専門家の意見を聴取することが必要であり、教育支援委員会等にそれぞれの専門家が参加

して多角的、客観的に検討を行うことが必要です。なお、専門家からの意見聴取は、市町村教

育委員会による就学先となる学校や学びの場の総合的な判断に資するように実施されるもので

あり、就学先を決定するのは、教育支援委員会等ではなく、あくまでも市町村教育委員会であ

ることに留意することが必要です。 
また、教育支援委員会等においては、早期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、

その後の一貫した支援についても助言を行うという観点から、以下のように、その機能の拡充

を図っていくことが適当です。 
（ア）障がいのある子供の障がいの状態等を早期から把握する観点から、教育相談担当者との

連携により、障がいのある子供の情報を継続的に把握すること。 
（イ）就学移行期においては、教育委員会と連携し、本人及び保護者に対する情報提供につい

て助言を行うこと。 
（ウ）教育的ニーズと必要な支援の内容について整理し、個別の教育支援計画の作成について

助言を行うこと。 
（エ）市町村教育委員会による就学先決定に際し、事前に総合的な判断のための助言を行うこ

と。 
（オ）就学先についての教育委員会の決定と保護者の意見が一致しない場合において、市町村

教育委員会からの要請に基づき、第三者的な立場から調整を行うこと。 
（カ）就学先の学校に対して適切な情報提供を行うこと。 
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（キ）就学後についても、必要に応じて学校や学びの場の変更等について助言を行うこと。 
（ク）合理的配慮について、その提供の妥当性や関係者間の意見が一致しない場合の調整につ

いて助言を行うこと。 
 
⑥ 市町村教育委員会による総合的な判断と就学先決定 

市町村教育委員会による総合的な判断においては、就学時にその時点で子供一人一人の教育

的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる学校や学びの場を判断することのみならず、就

学後の学びの場を出発点にして、可能な範囲で小学校段階６年間、中学校段階３年間の子供の

育ちと学校や学びの場の柔軟な見直しの方向性についてもある程度見通しながら判断が行われ

る必要があります。 
また、市町村教育委員会は、本人・保護者に対して十分情報提供を行い、本人・保護者の意

見を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が教育的ニーズと必要な支援に

ついて合意形成を行うことを原則とし、最終的には市町村教育委員会が決定することが適当で

す。なお、市町村教育委員会は、あらかじめ本人及び保護者に対し、行政不服審査制度も含め

た就学に関する異議申し立ての制度やプロセスについても情報提供を行っておくことも大切で

す。 
 

⑦ 就学通知の発出 

小中学校等への就学が適当と判断された就学予定者については市町村教育委員会から、特別

支援学校への就学が適当と判断された就学予定者については県教育委員会から、就学通知を発

出します。（市立特別支援学校への就学が適当と判断された就学予定者については市町村教育委

員会から、就学通知を発出します）。就学通知の段階で、本人及び保護者との合意形成がなされ

ていない場合があり得ます。この場合は、通知を行いつつも、その後の本人及び保護者との合

意形成や、意見の調整の場における検討を踏まえた就学先の変更が行われることがあり得るこ

とを説明しつつ、手続きを執り行うことが重要です。 
 

⑧ 情報の引継ぎ 

市町村教育委員会は、原則として翌年度の就学予定者を対象に、入学前までに、それまでの

支援の内容、その時点での子供一人一人の教育的ニーズを踏まえた教育上の合理的配慮を含む

必要な支援の内容等について、保護者や認定こども園・幼稚園・保育所や、医療、福祉、保健等

の関係機関と連携して、個別の教育支援計画等として整理し、就学先に引き継ぎます。 
なお、個別の教育支援計画について「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行につ

いて（通知）」（平成 30 年８月）が発出され、作成にあたっては当該児童生徒等又は保護者の

意向を踏まえつつ関係機関等と当該児童生徒等の支援に関する必要な情報の共有を図ることが

学校教育法施行規則に明記されています。さらに、個別の教育支援計画に係る教育と福祉の連

携については「児童福祉法等の改正による教育と福祉の連携の一層の推進について（事務連絡）」

（平成 24 年４月）が発出され、障害児相談支援事業所等において作成される障害児支援利用

計画等との連携を図ることの重要性も示されました。 
「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議報告」（令和３年１月）においては、
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小中学校等の特別支援学級や通級による指導で様々な指導を受けていた生徒が、高等学校にお

いて指導を受けるに当たって、小中学校等での指導や合理的配慮の状況などが十分引き継がれ

ていないとの状況が散見されることから、「個別の教育支援計画」やこれまで各地域で共有され

てきた関連資料を活用し、小中学校等での指導を高等学校での指導につなげていくことの重要

性も指摘されています。 
 

（４）就学後の学びの場の柔軟な見直しとそのプロセス 

就学時に、小学校段階６年間、中学校段階３年間の学校や学びの場が固定されてしまうわけで

はありません。就学後の学びの場をスタートにして、可能な範囲で学校卒業までの子供の育ちを

見通しながら、小学校段階６年間、中学校段階３年間の就学先となる学校や学びの場の柔軟な見

直しができるようにしていくことが必要です。そのためには、子供一人一人の発達の程度、適応

の状況、各教科等の学習の習得状況、自立活動の指導の状況、交流及び共同学習の実施時間数の

状況等を勘案しながら、学びの場の変更や転学ができることを、保護者を含めた全ての関係者の

共通理解とすることが重要です。その上で、市町村教育委員会が定期的に教育相談を実施し、個

別の教育支援計画や個別の指導計画に基づく関係者による会議などを行い、それらの計画を適切

に評価しながら、対象となる子供の教育的ニーズの整理と必要な支援の内容を検討・確認し、必

要に応じて教育支援委員会等の助言を得つつ、就学先となる学校や学びの場の柔軟な見直しに努

めていく必要があります。 

 

（５）適切な支援を行うにあたって期待されるネットワークの構築 

障がいのある子供の教育的ニーズや、その保護者の願いなどに対して適切な相談・支援を行っ

ていくためには、多分野・多職種によるライフステージを見通した総合的な評価と多様な支援が

一体的かつ継続的に用意されていなければなりません。そのため、単独の機関による取組では限

界があるため、地域に多分野・多職種による支援ネットワークを構築し、ネットワークにより障

がいのある子供やその保護者を支援していくことが必要です。 

現在、障がいのある子供やその保護者への支援に関しては、大きく「教育委員会を中心とした

教育分野のネットワーク」（県における「広域特別支援連携協議会」等、市町村や地域における「特

別支援連携協議会」等）と「地域自立支援協議会を中心とした保健医療福祉分野のネットワーク」

（市町村協議会や都道府県協議会）があります。 

教育分野と福祉分野のそれぞれに地域におけるネットワークが構築される中で、地域によって

は、どちらかの分野が先行してネットワークを構築している場合や、教育と福祉のネットワーク

がそれぞれあるが、対象エリアが市町村と圏域などと異なっている場合などもあると考えられま

す。それぞれが教育と福祉、その他関係分野が連携して支援体制を構築することを目的としてお

り、構成メンバーや協議事項も重複することが予想されるため、今後、地域の実情に応じて、組

織体制を一本化したり、連携の在り方をルール化したりするなどの工夫が必要です。 

 

（６）就学に関わる関係者に求められるもの 

就学先決定までのプロセスに関わる者は、障がいのある子供が自己の可能性を伸ばし、自立し

社会参加するための基盤となる「生きる力」を培うための大切なスタートを担っているという自
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覚を強くもつことが必要です。 

そこで、市町村教育委員会においては、県教育委員会等と連携して、担当者の「保護者支援に

おけるカウンセリングマインドの発揮」、「実態の的確な把握（アセスメント）のための連携」と

いった資質向上のための研修機会を充実するなどの取組が期待されています。 

また、小中学校等及び特別支援学校の学校関係者についても、就学前からの支援を受け継ぐ機

関として、障がいのある子供への教育支援に対し、幅広く関与していく姿勢が求められています。

障がいのある子供への義務教育の実施を担当する責任はもちろん、就学後における障がいの状態

等の変化に対しても、各学校の関係者が主体的に子供の教育的ニーズの変化の把握等のフォロー

を行っていく必要があります。これらの前提として、全ての教員は、特別支援教育に関する一定

の知識・技能を有していることが求められます。特に、発達障がいに関する一定の知識・技能は、

多くの小中学校等の通常の学級に発達障がいの可能性のある子供の多くが在籍していることから、

必須です。さらに、特別支援学校については、小中学校等の教員への支援機能、特別支援教育に

関する相談・情報提供機能、障がいのある子供への指導・支援機能、関係機関等との連絡・調整

機能、小中学校等の教員に対する研修協力機能、障がいのある子供への施設設備等の提供機能と

いったセンター的機能を有しており、その一層の充実を図るとともに、更なる専門性の向上に取

り組む必要があります。 
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３ 障がいの種類と程度及び学びの場 

（１）特別支援学校 

視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）で、そ

の障害が、学校教育法施行令第２２条の３に規定する程度のもののうち、市町村の教育委員会が、

その者の障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況

その他の事情を勘案して、特別支援学校に就学させることが適当であると認める者を対象として、

適切な教育を行うこと。 
 
（２）特別支援学級 

学校教育法第８１条第２項の規定に基づき特別支援学級を置く場合には、下表に示す障害の種

類及び程度の児童生徒のうち、その者の障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地域に

おける教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、特別支援学級において教育を受けるこ

とが適当であると認める者を対象として、適切な教育を行うこと。 

 

（３）通級による指導 

学校教育法施行規則第１４０条及び 第１４１条の規定に基づき通級による指導を行う場合に

は、下表に示す障害の種類及び程度の児童生徒のうち、その者の障害の状態、その者の教育上必

要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、通級による指

導を受けることが適当であると認める者を対象として、適切な教育を行うこと。 

 

＜障がいの程度＞ 

特別支援学校 特別支援学級 通級による指導 

視覚障害者 

両眼の視力がおおむね〇・三未

満のもの又は視力以外の視機能

障害が高度のもののうち、拡大

鏡等の使用によつても通常の文

字、図形等の視覚による認識が

不可能又は著しく困難な程度の

もの 

弱視者 

拡大鏡等の使用によっても通常

の文字、図形等の視覚による認

識が困難な程度のもの 

弱視者 

拡大鏡等の使用によっても通常

の文字、図形等の視覚による認

識が困難な程度の者で、通常の

学級での学習におおむね参加で

き、一部特別な指導を必要とす

るもの 

聴覚障害者 
両耳の聴力レベルがおおむね六

〇デシベル以上のもののうち、

補聴器等の使用によつても通常

の話声を解することが不可能又

は著しく困難な程度のもの 

難聴者 

補聴器等の使用によっても通常

の話声を解することが困難な程

度のもの 

難聴者 

補聴器等の使用によっても通常

の話声を解することが困難な程

度の者で、通常の学級での学習

におおむね参加でき、一部特別

な指導を必要とするもの 
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特別支援学校 特別支援学級 通級による指導 

知的障害者 

一 知的発達の遅滞があり、他人

との意思疎通が困難で日常生

活を営むのに頻繁に援助を必

要とする程度のもの 
二 知的発達の遅滞の程度が前

号に掲げる程度に達しないも

ののうち、社会生活への適応が

著しく困難なもの 

知的障害者 

知的発達の遅滞があり、他人との

意思疎通に軽度の困難があり日

常生活を営むのに一部援助が必

要で、社会生活への適応が困難で

ある程度のもの 

 

肢体不自由者 

一 肢体不自由の状態が補装具

の使用によつても歩行、筆記等

日常生活における基本的な動

作が不可能又は困難な程度の

もの 
二 肢体不自由の状態が前号に

掲げる程度に達しないものの

うち、常時の医学的観察指導を

必要とする程度のもの 

肢体不自由者 

補装具によっても歩行や筆記等

日常生活における基本的な動作

に軽度の困難がある程度のもの 

肢体不自由者、病弱及び身体虚弱

者 

肢体不自由、病弱又は身体虚

弱の程度が、通常の学級での

学習におおむね参加でき、一

部特別な指導を必要とする程

度もの 

病弱者 
一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患

及び神経疾患、悪性新生物その

他の疾患の状態が継続して医

療又は生活規制を必要とする

程度のもの 
二 身体虚弱の状態が継続して

生活規制を必要とする程度の

もの 

病弱及び身体虚弱者 

一 慢性の呼吸器疾患その他疾

患の状態が持続的又は間欠的

に医療又は生活の管理を必要

とする程度のもの 
二 身体虚弱の状態が持続的に

生活の管理を必要とする程度

のもの 
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特別支援学校 特別支援学級 通級による指導 

 言語障害者 
口蓋裂、構音器官のまひ等器質的

又は機能的な構音障害のある者、

吃音等話し言葉におけるリズム

の障害のある者、話す、聞く等言

語機能の基礎的事項に発達の遅

れがある者、その他これに準じる

者（これらの障害が主として他の

障害に起因するものでない者に

限る。）で、その程度が著しいもの 

言語障害者 
口蓋裂、構音器官のまひ等器質的又は

機能的な構音障害のある者、吃音等話

し言葉におけるリズムの障害のある

者、話す、聞く等言語機能の基礎的事

項に発達の遅れがある者、その他これ

に準じる者（これらの障害が主として

他の障害に起因するものでない者に限

る。）で、通常の学級での学習におおむ

ね参加でき、一部特別な指導を必要と

する程度のもの 

 自閉症・情緒障害者 

一 自閉症又はそれに類するも

ので、他人との意思疎通及び対

人関係の形成が困難である程

度のもの 
二 主として心理的な要因によ

る選択性かん黙等があるもの

で、社会生活への適応が困難で

ある程度のもの 

自閉症者 

自閉症又はそれに類するもので、通常

の学級での学習におおむね参加でき、

一部特別な指導を必要とする程度のも

の 
情緒障害者 

主として心理的な要因による選択性か

ん黙等があるもので、通常の学級での

学習におおむね参加でき、一部特別な

指導を必要とする程度のもの 
  学習障害者 

全般的な知的発達に遅れはないが、聞

く、話す、読む、書く、計算する又は推

論する能力のうち特定のものの習得と

使用に著しい困難を示すもので、一部

特別な指導を必要とする程度のもの 

  注意欠陥多動性障害者 

年齢又は発達に不釣り合いな注意力、

又は衝動性・多動性が認められ、社会的

な活動や学業の機能に支障をきたすも

ので、一部特別な指導を必要とする程

度のもの 
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就学事務手続きに関わる年間の流れ 

 

 

 

月 市町村教育委員会 県教育委員会 特別支援学校

４月
〇教育支援について園校に周知

〇特別支援学校の学校説明会等の開催を

　各園校に周知

〇学校説明会等の案内

５月

〇「特別支援学級数・児童生徒数のまとめ」

　「通級による指導の実施校一覧」の報告

〇学校説明会等の実施

６月 〇教育支援委員会の実施
〇体験入学会等の実施

〇教育相談の実施

７月

８月
・各校の就学予定児童生徒数及び特別支援学級

　等の設置状況と次年度の見込把握

・各市町村の就学予定児童生

　徒数及び次年度の特別支援

　学級等の設置見込把握

９月

10月

〇就学時健康診断の実施

〇個別相談の実施

〇学齢簿の編成

11月

〇教育支援委員会の実施

〇「特別支援学級（１人継続）状況一覧」

　「閉級届」の提出

12月

〇「特別支援学校への就学支援状況について」

　「不就学学齢児童生徒の実態調査」の報告

〇「特別支援学級新設・増設申請状況一覧」

　「通級指導教室調査票（新設・継続）」等

　の提出

○特別支援学校への就学についての通知書

〇「新（転）入生の意見

　書」の提出

１月

〇保護者への通知 〇「就学させるべき児童

　　生徒等の氏名及び入

　　学期日並びにその指

　　定した学校の通知書」

〇保護者への通知

２月

〇「各市町村教育支援委員会にかかわる調査」

　「就学時の健康診断における障がいのある

　　幼児数等の調査」の報告

○「児童生徒等のうち認定特別支援学校就学者

　　学齢簿」の原本加除訂正通知書の提出

〇入学説明会

３月

第１回教育支援地区研究協議会（早期からの一貫した教育支援体制）

第２回教育支援地区研究協議会（新就学の事務手続き等について）

第１回新任部主事研修（教育相談について）

特別な事情（新就学）

・保護者→市町村教委

意思の表明

※特別支援学校、県教

委と情報共有

・県教委からの回答を

保護者に伝達

特別な事情（新就学）

〇「特別な事情」を検討

・市町村教委を通じて保護者に

結果を回答

・主たる就学先の特別支援学校

及び区域外の特別支援学校に

結果を連絡

特別な事情（新就学）

・保護者→特別支援学校

意思の表明

○特別支援学校に在籍する

児童生徒の進学（転学）

予定先報告書

・主たる就学先の特別支援

学校及び区域外の特別支

援学校は、県教委より結

果の連絡を受ける。
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４ 教育的ニーズを整理するための調査事項について 

 

（１）教育的ニーズを整理するための調査事項 

教育上特別な配慮を必要とする子供の自立と社会参加を見据え、適切な就学先となる学校や学

びの場についての判断を総合的かつ慎重に行うためには、対象となる子供一人一人の教育的ニー

ズを整理し、必要な支援の内容を検討することが不可欠です。 
そして、教育的ニーズを整理する際には、下表に示した三つの観点とそれぞれの下位項目を参

考にして、情報を把握することが大切です。 
 

 
なお、それぞれの観点・視点に関する具体的な内容については、障がい種ごとに把握すべき事

項等もあるため、それらの詳細については「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一

人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～（令和３年６月 文部科学省初等中等教育局

特別支援教育課）」の第３編Ⅰ～Ⅹ（各障害種別）の１の「（２）教育的ニーズを整理するための

観点」を参照してください。 
次頁以降に示す障がい種ごとの「教育的ニーズを整理するための調査事項の例」は、あくまで

障がいの程度、状態を正確に把握する上で有益と思われるものとして、前述の「障害のある子供

の教育支援の手引」にある【参考資料】から抜粋して掲載しています。実際の調査においては、

障がいの程度、地域の実情等に応じて適切な事項を選択したり、調査事項を追加したりするなど、

独自の調査事項を定めることが大切です。 
 さらに、これらの情報の収集、管理及び活用に当たっては、個人情報保護の観点から慎重に取

り扱うことが必要です。他機関からの情報収集に当たっても、必ず保護者の同意を得ておくなど

慎重な配慮が必要です。 
 

 

観点① 障がいの状態等の把握 
（視点）医学的側面からの把握 
（視点）心理学的・教育的側面からの把握 

観点② 特別な指導内容 
（視点）就学前までに特別に必要とされる養育の内容 
（視点）義務教育段階において特別に必要とされる 

指導内容 

観点③ 
教育上の合理的配慮を含

む必要な支援の内容 

（視点）「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ

ステム構築のための特別支援教育の推進（報

告）」の「別表」による観点の配慮 
 

※「障害のある子供の教育支援の手引（令和３年６月 文

部科学省）」 第３編Ⅰ～Ⅹ １の（２）の「教育にお

ける合理的配慮を含む必要な支援の内容」に上記の「別

表」と同様の内容が掲載されている。 



視点 記　録

５歳２ヶ月で右眼球摘出。その後、左眼に細胞腫が
転移、治療継続中。

網膜芽細胞腫、白内障

H30より新しい義眼を使用している。

眼球に衝撃を与えないように、ボール運動等を制限
している。

ゴシック１４ポイント

生活面での支援を必要としていない。

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

自分から意思を表出する経験が少ないため、主体的
な伝達は苦手。

特記事項なし

経験が少ない。

自分の病気を受け入れ、アイマスクを利用した点字
等の学習にも積極的に取り組んでいる。

自立活動において、自分の見え方や補助具等の使い
方を学んでいる。

園や小学校では、教師や周囲の仲間が声をかけてか
ら行動することが多い。受け身である。

介助員以外に、援助を要請することが少なく、周囲
の者に察して動いてもらうまで待つことが多い。

道具を使う活動に対して、苦手意識がある。

視機能検査　右（義眼）左（０．３）

特記事項なし

特記事項なし

広Ｄ－Ｋ式視覚障害児用発達診断検査（H30.9）

特記事項なし

常に介助員と一緒に生活していたため、介助員を仲
介した他者との関わりが中心。周囲からの働きかけ
にも介助員を介して応えることが多い。

情緒の安定

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（視覚障がい）

１　視覚障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①視覚障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

視覚障がいの状態

現在使用中の補装具等

発達検査

社会性の発達

本人の障がいの状態等に関すること

障がいの理解

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善するため
に、工夫し、自分の可能性を生かす能力

自立への意欲

対人関係

学習意欲や学習に対する取組の姿勢

諸検査等の実施

個別検査の種類

検査実施上の工夫等

検査結果の評価

行動観察

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援
施設等からの情報

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

身体の健康と安全

保有する視覚の活用状況

基本的な生活習慣の形成

運動・動作

感覚機能の発達

知能の発達

意思の相互伝達の能力

特別支援学校（視覚障がい）
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保有する視覚を用いて、注視点の移行、追視などの
眼球運動を行う。

具体的な事物や事象を、その言葉や意味とを結び付
けて覚える。

周囲の状況が理解しずらい場面で、身近な人に状況
を確認する。

学習中の姿勢に留意したり、危険な場面での対処方
法を学んだりする。

触覚や聴覚を使い、対象物の全体像をとらえ概念を
形成する。

弱視レンズを利用して小さい文字を読む。

部屋の広さや相手との距離、状況に合わせ、声量を
調節する。

身近な人に依頼しながら、安全に目的地に行く。

自立活動において、補助具の使用方法や歩行時等の
配慮事項を確認。

理科の観察や算数の図形領域の学習において触感覚
の併用、体育等の屋外活動時の安全確保。

拡大文字（ゴシック１４pt）での資料提供。視覚補
助具の活用による情報保障。

実物や模型を触る等、体験的な学習を通して概念形
成を図る。

特記事項なし

担任とともに、養護教諭が義眼や目薬の管理を見届
け。

盲学校見え方の相談支援センターによる弱視の理解
啓発授業を実施。

緊急放送時の対応を全職員に周知が必要。

特記事項なし

教室や廊下等の必要以上の設置物を排除。

音声案内装置

特別支援学校（視覚障がい）の状況 市内に特別支援学校（視覚障がい）有

小・中学校の状況 自校に弱視特別支援学級の設置なし

希望する学びの場 本人・保護者とも盲学校を希望

希望する通学方法 保護者による送迎

特記事項なし

③視覚障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

②視覚障がいのある子供に対する特別な指導内容

視機能の発達を促す

的確な概念形成と言葉の活用

状況の理解と変化への対応や他者の意図や感情の理解

保有する視機能の活用と向上を図ること

認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること

感覚の補助及び代行手段の活用に関すること

状況に応じたコミュニケーションに関すること

身体の移動能力に関すること

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服するた
　　めの配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発を
　　　図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応じた指
　　　導ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮

２　学校や学びの場について

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種
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視点 記　録

新生児スクリーニングにて指摘
みやこ園通所（１/ｗ）

右７０ｄB（HA　４０ｄB）
左８０ｄB（HA　４０ｄB）

デジタル補聴器、デジタルワイヤレス補聴システム
使用

特記事項なし

園や学校では、音声を聞き取り理解している。騒が
しい場所や集中しているときには聞き取れないこと
がある。

特記事項なし

特記事項なし

自分の思いを言葉で表現できる。１対１であれば分
からないときに聞き返すこともできる。

特記事項なし

特記事項なし

安定しているが、聞こえないときにやり過ごしてし
まうことがある。

仲間と仲良く遊ぶことができる。

聞こえないことがあることは理解しているが、どの
ような場面で困り、周囲に何を求めればよいかはあ
まり考えていない。

話し手にマイクの使用をお願いすることはできる
が、その他については受け身で周りからの情報提供
を待つことが多い。

できることは自分でやる。仲間と関わりながら学び
たいという意欲はある。

関わりの深い相手であれば、自分の思いを積極的に
伝えてやりとりを楽しんでいる。

学習内容は概ね理解できているが、挙手発言は少な
い。

特記事項なし

WISC-Ⅳ（R3.12）

デジタルワイヤレス補聴システム使用、マスク着用
せず実施

知的な遅れはない。下位検査ごとの数値も大きな差
異はない。

毎日繰り返されることは率先して動けるが、初めて
の指示に対しては、仲間の行動を見ながら動いてい
る。

集団にいると行動できているようにみえるが、音声
による指示が聞き取れていないことがある。放送が
聞こえず、活動の切り替えができないことがあっ
た。自分から聞きに来ることはあまりない。

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（聴覚障がい）

１　聴覚障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①聴覚障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

聴覚障がいの状態

現在使用中の補装具等

運動能力

感覚機能の発達

知能の発達

意思の相互伝達の能力

情緒の安定

行動観察

社会性の発達

本人の障がいの状態等に関すること

障がいの理解

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善するため
に、工夫し、自分の可能性を生かす能力

自立への意欲

対人関係

学習意欲や学習に対する取組の姿勢

諸検査等の実施

個別式検査の種類

検査実施上の工夫等

発達検査

検査結果の評価

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報、成長過程

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

身体の健康と安全

保有する聴覚の活用状況

基本的な生活習慣の形成

難聴特別支援学級
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補聴器に慣れる。音声と具体物を合わせて事物を理
解する。

語彙の拡充と長いセンテンスの文を理解する。

手話も用いながら、自分の気持ちを具体的に表現す
る。

聞こえにくい場や状況を理解する。

聞こえなかったときの具体的な対処法を複数身に付
ける。

日常的なかかわりの中で、周囲へ聞こえにくさにつ
いての理解を求める。

筆記の依頼、口元を見せてもらうなどの合理的配慮
を事前に依頼する。

曖昧に覚えている言葉を、音韻や文字の構造から正
しく理解する。

形状や用途など事物の特徴について文字で確認しな
がら、言語概念を形成する。助詞を適切に使う。

場合に応じて書いて伝えるようにする。

（ア）教育内容

デジタルワイヤレス補聴システムの使用、座席の位
置、教師の立ち位置や話す向き。

特記事項なし

（イ）教育方法

視覚的な資料の多用

特記事項なし

聞こえたかどうかの確認

特記事項なし

補聴器の管理

緊急放送時の対応

特記事項なし

特記事項なし

パトライトの設置

特別支援学校（聴覚障がい）の状況 市内に特別支援学校（聴覚障がい）有

小・中学校の状況 市内に難聴特別支援学級の設置有

希望する学びの場 本人・保護者とも居住地の学校を希望

希望する通学方法 通学班での集団登下校を希望

特記事項なし

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応じた指
　　　導ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発を
　　　図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

ア
教
育
内
容
・
方
法

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服するた
　　めの配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

コミュニケーション手段の選択と活用に関すること

意思の疎通を図るための言語の受容と表出に関すること

②聴覚障がいのある子供に対する特別な指導内容

③聴覚障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

就学前

聴覚の活用に関すること

言葉を用いて人との関わりを深めたり、知識を広げたりす
る態度や習慣

自分の障がいの特性の理解と生活環境の調整に関すること

生活や学習に必要な言語概念の形成や言語による思考力の
伸長に関すること

言葉の習得と概念の形成に関すること

義務教育段階

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服する意
欲に関すること

他者の意図や感情を理解することや集団への参加に関する
こと

保有する聴覚の活用やその補助手段及び代行手段の活用に
関すること

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

３　その他

２　学校や学びの場について
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視点 記　録

出産直前にくも膜下に血の塊ができ、水頭症になりかけ
る。３歳児健診で療育開始。

簡単な文章を拾い読みする、複雑なひらがなを手本を見
て正しく書くことが難しいなど、同学年の児童と比べて
遅れがある。

特記事項なし

特記事項なし

乳幼児期

特記事項なし

特記事項なし

保護者と一緒に公共バスに乗ることができる。

特記事項なし

ひらがなが読める。簡単なひらがなが書ける。
簡単な足し算ができる。

特記事項なし

言葉で自分の思いを伝えることができる。

読み書きの習得に時間がかかり、意欲が低下してい
る。

自分のことは自分でやろうとする。

大人とのかかわりは積極的だが、同学年には消極的
である。

はさみを使って線に沿って切ることが難しい。

手先の不器用さに自覚があり、やりたがらない活動
がある。

特記事項なし

WISC-Ⅳ（R2.6）

集団の中にいることはできるが、関わって遊ぶこと
はあまりない。

特記事項なし

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（知的障がい）

１　知的障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①知的障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

知的機能の発達の明らかな遅れ

適応行動の困難さ

知的発達の明らかな遅れと適応行動の困難さを伴
う状態

自己の理解

知的機能の障がいの発現時期

併存症と合併症

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

身辺自立

社会生活能力

社会性

学習技能

運動機能

意思の伝達能力と手段

本人の障がいの状態等に関すること

学習意欲、学習に対する取組の姿勢や学習内容の
習得の状況

自立への意欲

対人関係

身体の動き

諸検査等の実施

行動観察

検査の結果

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報

成長過程

知的障がい特別支援学級
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遊びや活動の中で、自分の考えや要求を伝え、関わ
ることの良さを味わう。

実際的、体験的な活動で成功体験を積み、成就感を
味わう。

特記事項なし

興味や関心のある内容の写真や本を見て、内容を理
解する。

特記事項なし

細かい作業で目と手を協応させて動かす。

自分の気持ちをあらかじめ決めたゼスチャーで表現
する。

手順表等の視覚資料を用いて、自分の思いを伝え
る。

特記事項なし

本児のペースに合わせた進度や内容が必要。

マスの大きなノートの利用、黒板の文字を大きくする具
体物を利用した学習

見通しがもてるような支援など（手順表・パターン化し
た流れ）

特記事項なし

知的障がい特別支援学級担任による指導

特記事項なし

特記事項なし

視覚情報取得への支援（情報量の調整）

特記事項なし

特記事項なし

小・中学校の状況 自校に知的障がい特別支援学級の設置有

希望する学びの場
本人・保護者とも知的障がい特別支援学級への入級
を希望

希望する通学方法 通学班での集団登下校を希望（保護者の見守り有）

特記事項なし

姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること

②知的障がいのある子供に対する特別な指導内容

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服する意
欲に関すること

自己の理解と行動の調整に関すること

感覚を総合的に活用した周囲の状況についての把握と状況
に応じた行動に関すること

認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること

作業に必要な動作と円滑な遂行に関すること

コミュニケーションの基礎的能力に関すること

コミュニケーション手段の選択と活用に関すること

③知的障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服するた
　　めの配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発を
　　　図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

本人・保護
者の希望＿

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応じた指
　　　導ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮

２　学校や学びの場について

設置者の受
け入れ体制
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視点 記　録

乳児期には医療センターで、幼児期からは療育施設で理学
療法士、作業療法士及び言語聴覚士の療育を受ける。

首が座る、這い這いする、手で握る、立つ、歩く等の運動
発達が遅れていた。

特記事項なし

口唇、舌、咽頭の動きが不適切で、正確な語音が形成され
にくい。

補装靴を使用している。

脳性麻痺の診断有（右半身に軽度の麻痺）
てんかん発作もあるため、転倒に配慮が必要。

転倒する可能性があり、大人数の中では歩行への配慮が必
要である。

左側に重心をかけている。疲れやすいため、歩く時や座っ
ている時に、徐々に姿勢が崩れる。

着替えは一部他者の手伝いを必要とする。
排泄は洋式トイレを必要とする。

左足を軸に歩く。独歩はできるが、ふらつきがある。転倒
時に手をつくことはできる。

伝える意欲が高く、身振り手振りや表情を交えて伝えよう
としているが、話している言葉自体は、やや聞き取りにく
い。

バランス保持が難しい。また、図と地の弁別に苦手さがあ
る。

話す言葉や物の名前がすぐに出てこないことがある。麻痺
のため話す、書くことに時間がかかる。

できないことがあると一時的に落ち込むことがあるが、励
まされるとやる気を出す。

幼稚園の頃から一緒に過ごしていた慣れた仲間から声をか
けられると、活動に参加する。

特記事項なし

周りの仲間よりも動作がゆっくりであるという理解をして
いる。

書字等、左手でできることを増やそうとしている。

できるようになりたいという思いがとても強い。

幼稚園で一緒に過ごした仲間や、教師、支援員には、安心
して関わっている。

絵画制作や左手での書字、運動等、苦手ではあるが、精一
杯取り組み、向上心が強い。

聞かれたことに対して理解を示し、粘り強く回答しようと
していた。回答するまでにやや時間がかかった。

記憶することが苦手である。

仲間との関係が良好であることから、関わる場面を多く持
てると、本人のやる気につながる。

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服する
ために、工夫し、自分の可能性を生かす能力

自立への意欲

対人関係

学習意欲や学習に対する取組の姿勢

諸検査等の実施

行動観察

検査の結果

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報
成長過程

本人の障がいの状態等に関すること

障がいの理解

現在使用中の補装具等

医療機関等からの情報の把握

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

身体の健康と安全

姿勢

基本的な生活習慣の形成

運動・動作

意思の伝達能力と手段

感覚機能の発達

知能の発達

情緒の安定

社会性の発達

障がいが重度で重複している子供

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（肢体不自由）

１　肢体不自由のある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①肢体不自由の状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

乳幼児期の姿勢や運動・動作の発達等

医療的ケアの実施状況

口腔機能の発達や食形態等の状況

肢体不自由特別支援学級

23



片足立ち等右足に体重をかける動きを意識的に行う。

自分の右側の手足の動きや体位の特徴について視覚的に理
解し、目視しながら動きを調整する。

実物に触れたり、感じたりしたことを言語化する。

時間がかかっても最後まで正確に話したり、書いたりす
る。場合により内容を省略することを依頼する。

体調不良や体の違和感を感じたときに、速やかに報告す
る。

安定した歩行や円滑な会話など、前よりもできるように
なったことを理解する。

安定した姿勢や体幹支持の向上のため、机や椅子の高さ調
整、必要に応じた補助具を利用する。

書く時間の延長、ICT機器や口頭回答への代替、動きのあ
る活動の内容変更などといった調整を行う。

マス目の大きいノート、プリントを利用する。

体験しながら身に付ける経験が少ないため、実物や具体物
を通して学ぶ機会を増やす。

時間がかかってもやりきれたことを認め合うことで、安心
して取り組める学級の雰囲気を常に大切にする。

理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士と連携を図り、環
境整備に係る助言をいただく。特別支援学校から、学習時
に必要な教材を借用する。

参加可能な教科等においては、通常の学級との交流及び共
同学習を行い、理解を求める。

担任と支援員の２人が常時教室にいるが、いない場合は、
職員室から１名補助に行く。

スロープやエレベーターが設置されており、廊下も幅が広
いため、安全な移動ができる。

教室を南舎１階の昇降口に近い場所に設置する。

教室と運動場の距離が近く、ベランダからも昇降口からも
避難できるようになっている。また、車椅子も教室に常備
している。

小・中学校の状況 自校に肢体不自由特別支援学級の設置有

希望する学びの場 本人・保護者とも肢体不自由特別支援学級への入級を希望

希望する通学方法 保護者による送迎を希望

特記事項なし

本人・保護
者の希望＿

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応
　　　じた指導ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設
　　　備の配慮

２　学校や学びの場について

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

③肢体不自由のある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の
　　配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解
　　　啓発を図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

設置者の受
け入れ体制

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服
　　するための配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

障がいの理解に関すること

保有する感覚の活用に関すること

②肢体不自由のある子供に対する特別な指導内容

姿勢に関すること

基礎的な概念の形成に関すること

表出・表現する力に関すること

健康及び医療的ニーズへの対応に関すること
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視点 記　録

乳児期早期から筋力の低下や筋肉の緊張の低下、関節拘縮が認
められる。入退院を繰り返し、リハビリを継続。

筋ジストロフィー（福山型）の診断有

体重の増加不良が認められる。

喀痰吸引、経管栄養（胃ろう）、人工呼吸器（口鼻マスク式：
自発呼吸あり）

車椅子を使用している。

咳をする力が弱く、嚥下機能も低下していることから、風邪を
引きやすくこじらせやすい。

手足に力が入りにくく、だらりとした状態になりやすいが、動
かないわけではない。

飲み込む力が弱いため、食事は経管栄養（胃ろう）としてい
る。排泄は全介助である。

座りながらの移動をすることは若干できる。座位までの運動発
達のため、立位での移動は難しい。

日常生活の衣食住に関することの理解はある程度できる。要求
する際、単語で伝えたり、手差しや指差し、目の動きで伝えた
りする。

５歳後半から、関節拘縮が始まっており、姿勢をコントロール
することが難しくなりつつある。

知的に遅れが認められる。

行動や生活経験が制約され、常に介助が必要となるため、やる
気になれないことがある。

恥ずかしがり屋ではあるが、関わりのある慣れた大人に対して
は、コミュニケーションを図ろうとする。

知的障がい、嚥下障がい、呼吸障がい、痙攣（発熱に伴う）

思うように動けるわけではないという理解をしている。

様々なコミュニケーション手段を学ぼうとしている。リハビリ
にも無理をしない程度に取り組んでいる。

依頼心がやや強く、主体的に動くことが少ない。

家族や、医療関係者、教員等 普段から一対一で関わる大人に対
しては安心している。

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

幼少期から入退院を繰り返し、同年代の児童と過ごした時間は
短いため、集団になじむまでにやや時間がかかる。

現在使用中の機器や補装具等

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（病弱・身体虚弱）

１　病弱・身体虚弱の子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①病弱・身体虚弱の状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

病気等の状態

心身の状態や発達

医療的ケアの実施状況

運動・動作

意思の伝達能力と手段

感覚機能の発達

知能の発達

病気等による学習上又は生活上の困難を改善す
るために、工夫し、自分の可能性を生かす能力

発達検査等について

情緒の安定

社会性の発達

障がいが重度で重複している子供

本人の障がいの状態等に関すること

病気等の理解

個別式検査の活用

自立への意欲

対人関係

学習意欲や学習に対する取組の姿勢

諸検査等の実施

検査結果の評価

検査実施上の工夫等

行動観察について

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報
成長過程

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

身体の健康と安全

姿勢

基本的な生活習慣の形成

特別支援学校（病弱・身体虚弱）
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心身の状態に応じて参加できる活動を判断する。積極的に食事
をとる。

出来ないことへの不安な気持ちを表現する。楽しい活動に積極
的に取り組む。

リハビリに継続的に取組み、できた実感を味わう。

負担のない範囲で自分で車椅子を動かしたり、他者に依頼して
車椅子を動かしてもらったりする。

意思を伝えるため、トーキングエイドやタブレット端末などを
を用いる。

表情、身振り、ＩＣＴ機器等を活用して自分から意思を伝え
る。

関節の拘縮や変形の予防のため、車いすを多用し、肺や胸の動
く範囲を保つ活動等を取り入れる。適度抵抗のある内容にリハ
ビリの難易度を調整する。

知的障がい特別支援学校における教育課程の編成を基本とし、
病弱の程度に応じた自立活動を取り入れる。

タブレット端末を用いて、動画視聴やコミュニケーション機会
を取り入れ、他とのかかわりを増やす。

可能な直接体験や、ＩＣＴ機器や教具等の操作により実感を伴
う学習活動を積極的に取り入れる。

自分でできることは自分で行い、難しいことは依頼する等、自
身で達成した成功体験をもとに活動への意欲を高める。

教室に看護師が常駐し、授業中でも吸引等のケアを行うなど、
その場で迅速に対応する。

体調が急変した場合の緊急対応について、教職員や看護師への
理解啓発を図る。

速やかに医療機関へ搬送できるよう、事前連絡をする。

室温を一定に保ち、体温調節のしにくさへの配慮。また、車椅
子での移動がしやすいよう、ＥＶやスロープの設置、段差の撤
去等が必要。

特別支援学校の場合、医療センターから近く、緊急搬送が必要
な時には迅速な対応が可能である。また、入院が必要な時に
は、訪問教育も可能である。

車椅子による避難が可能な複数の避難経路及び所要時間の事前
確認。ＥＶ停止時の上下移動の方法確認。

小・中学校の状況
自校や市内に病弱・身体虚弱特別支援学級の設置なし
看護師の配置等は対応可能（要相談）

希望する学びの場 本人・保護者は特別支援学校（病弱）への入学を希望

希望する通学方法 保護者による送迎を希望

上記のとおり

移動能力や移動手段に関すること

コミュニケーション手段の選択と活用に関する
こと

　ｃ心理面・健康面の配慮

表出・表現する力の育成

②病弱・身体虚弱の子供に対する特別な指導内容

病気等の状態の理解と生活管理に関すること

情緒の安定に関すること

病気等による学習上又は生活上の困難を改善す
る意欲に関すること

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

③病弱・身体虚弱の子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を
　　改善・克服するための配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域
　　　の理解啓発を図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

　ａ情報・コミュニケーション及び
　　教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

（イ）発達、障がいの状態及び特性
　　　等に応じた指導ができる施設・
　　　設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施
　　　設・設備の配慮

２　学校や学びの場について

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望
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視点 記　録

乳幼児健診で言葉の遅れを指摘され、年中時より発達支援セ
ンターに通所。

発音に誤りがある。

カ行音、サ行音、ラ行音に置換や歪みがみられる。

「エレベーター」を「エベレーター」など、文字数の多い語
を正しく復唱することが難しい。

舌に力が入り、スムーズに動かない。

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

単音では、聞いた音と自分の発した音との違いに気付く。

食事に時間がかかることがある。

指先の使い方が不器用である。

自分から話すことは少ない。

特記事項なし

知的な遅れは認められない。

集中できる時間が短い。

仲間に誘われると一緒に遊ぶ。

仲間から発音の誤りを指摘され、泣いたことがあった。

正しい発音ができるようになりたいという気持ちをもってい
る。

仲間の後ろをついていくことが多い。

園では特定の子と遊ぶことが多かった。

集中できる時間が短い。

新版構音検査（R3.5）

特記事項なし

絵カードを使用して単語検査を実施した。

カ行音、サ行音、ラ行音に置換や歪みがみられた。

自信がないときには極端に声量が小さくなった。

自分から仲間に話しかけることは少ない。

発達検査

検査実施上の工夫等

検査結果の評価

行動観察

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報、成長過程

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

身体の健康と安全

聴覚的な記銘力の状態

基本的な生活習慣の形成

運動能力

意思の相互伝達の能力

個別式検査の種類

感覚機能の発達

知能の発達

情緒の安定

社会性の発達

本人の障がいの状態等に関すること

障がいの理解

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善するため
に、工夫し、自分の可能性を生かす能力

自立への意欲

対人関係

学習意欲や学習に対する取組の姿勢

諸検査等の実施

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（言語障がい）

１　言語障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①言語障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

言語障がいの状態

音声や構音の状態

音の聴覚的な記銘力

発語器官の運動

発話の内容

話し言葉の流暢性の状態

言語障がい通級指導教室
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遊びを通して構音器官の運動機能を高める。

単語や文中から目的の音を聞き、正誤を判断する。

構音器官の位置や動きを意識しながら、正しい構音の仕方を
習得する。

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

特記事項なし

会話を通して伝え合う楽しさを実感できるようにする。

様々な人と関わることができる機会を設定する。

普段の生活の中でよく使う言葉を使って構音練習を行う。

発音の誤りが書字に影響しないよう、発音と文字を同時に指
導する。

教科書の苦手な音に印を付けるなど、意識して発音で
きるようにする。

ゆっくりと音読できるように分量の調整を行う。

どうしても伝わらない場合は、書いて伝える。

特記事項なし

特記事項なし

発達支援センターと連携を図る。

通級指導教室について、児童や保護者に紹介する。職員向け
研修で、情報共有を図る。

特記事項なし

特記事項なし

周囲からの刺激を受けにくい座席にするように配慮する。

特記事項なし

小・中学校の状況 自校に言語障がい通級指導教室の設置有

希望する学びの場 本人・保護者とも言語障がい通級指導教室の利用を希望

希望する通学方法 通学班での集団登下校を希望

特記事項なし

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発を図
　　　るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応じた指導
　　　ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮

２　学校や学びの場について

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

③言語障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服するため
　　の配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

話す、聞く、読む、書くなどの言語スキルの向上に関すること

話し言葉の流暢（りゅうちょう）性に関わる障がいの指導

自由な雰囲気で「楽に話す」ことを奨励する環境作りに関するこ
と

「楽に話す」体験をさせる方法に関すること

難発から抜け出す方法に関すること

苦手な場面や語音に対する緊張の解消に関すること

日常生活におけるコミュニケーションの態度に関すること

本人の自己実現に関すること

言語機能の基礎的事項の発達の遅れや偏りに関する障がいの指導

コミュニケーションの態度や意欲に関すること

言語活動の促進に関すること

実際の生活場面等における言語の使用に関すること

障がいの状態の理解と生活管理に関すること

②言語障がいのある子供に対する特別な指導内容

構音障がいの指導

発語器官の運動機能の向上に関すること

音の聴覚的な認知力の向上に関すること

構音の誘導に関すること
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視点 記　録

２歳児健診にて言葉の遅れから療育を勧められ、就
学前まで療育を実施した。

１人遊びを好む。急な変更に対応できず、泣きなが
ら物に当たることがある。

注意欠陥多動症

特記事項なし

睡眠時間が安定しない。

ルーティーンとなっていることはできる。変更を求
められると途端にできなくなる。

興味や関心のあることであれば取り組む。

一方的に話し続けたり、話の内容が飛躍したりする
ことがある。

数量や言葉等の理解が偏っている。

興奮からパニックに陥ることがある。自信がなく、
自己肯定感が低い。

感覚過敏から、肌触りのよい衣服を好んで着る。聞
きもらしや指示を取り間違えることが多い。

困ったときに黙り込んでしまう。

１人でいることを好む。状況や自分の気持ちを表現
することが苦手である。

自分の興味のある分野の知識は豊富である。

自分のできないことに関して悩みをもっている。

興味による偏りがある。

言語による理解や表現が難しい。

仲間を真似て行動するようになった。

担任や支援員、特定の仲間とは、言葉による意思疎
通ができるようになってきている。

検査の結果

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報

成長過程

行動観察

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

生活リズムの形成

基本的な生活習慣の形成

活動に対する状況

意思の伝達能力と手段

知能の発達

情緒の安定

本人の障がいの状態等に関すること

感覚や認知の特性

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善するために、工
夫し、自分の可能性を生かす能力

社会性及び集団への参加の状況

学習の状況

自己理解の状況

諸検査等の実施

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（自閉症）

１　自閉症のある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①自閉症の状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

幼児期の発達状況

併存している障がいの有無

服薬治療の有無

自閉症・情緒障がい特別支援学級
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写真や絵カードを使って、気持ちを伝える。

クールダウンの場所を決め、方法を身に付ける。

状況に合わせて行動する。急な変更時も、状況を把
握し、自己選択する。

不安定になった時に、自分からクールダウンを申し
出る。

特定の肌触りの衣服の着用を可能な限り認める。

視覚的なヒントを得ながら全体を把握する。

相手の表情や声のトーンから感情を読み取る。

鏡を見て身だしなみを整える習慣をつける。

変更は事前に伝える。自分の行動について選択肢を
設け、自己選択できるようにする。

特記事項なし

場面や状況を踏まえた理解ができるように、視覚支
援や動作等を通して理解を補う。

実際的な体験の機会を多く設定する。

成功体験を重ね、本人や保護者と共有する。

各種相談機能を活用し、専門家からの助言を受け
る。

方法や手順に本人独自のこだわりがあり、受けとめ
ながら伝える必要があることについて、教職員で共
通理解を図る。

クールダウンの場所や方法を決めて全職員の誰もが
対応できるように共通理解を図る。

シンボルマーク等を活用し、教具の位置を示す。

興奮が収まらない場合を想定し、クールダウン等の
ための場所を確保する。

極度に混乱しパニックに陥ったときに、外部からの
刺激を制限できるような簡易個室を用意する。

小・中学校の状況 自校に自閉症・情緒障がい特別支援学級の設置有

希望する学びの場
本人・保護者とも自閉症・情緒障がい特別支援学級
への入級を希望

希望する通学方法 通学班での集団登下校を希望

上記のとおり

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発
　　　を図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応じた
　　　指導ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設備の
　　　配慮

２　学校や学びの場について

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

生活習慣の形成に関すること

③自閉症のある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服する
　　ための配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

他者の意図や感情の理解に関すること

②自閉症のある子供に対する特別な指導内容

他者との関わりの基礎に関すること

情緒の安定に関すること

状況の理解と変化への対応に関すること

障がいの特性の理解と生活環境の調整に関すること

感覚調整の補助及び代行手段の活用に関すること

認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること
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視点 記　録

３歳児健診で、医療機関への受診を勧められた。

就学時健診では、慣れない大きな集団の中で落ち着
かず、個別に実施した。

【内在化行動問題】
・場面によって過度の不安や恐怖、身体愁訴有
【外在化行動問題】
・離席や教室からの抜け出し有
・場面によっては集団からの逸脱行動有

特記事項なし

ストレスによる腹痛などの身体的な不調有

小２より服薬中

不安感が強くなると、生活リズムが崩れる。

身辺の処理に関しては，手順や方法を身に付けてい
るものの、不安感が強くなるとできなくなる。

慣れた集団で落ち着いた状態であれば、特定の児童
の活動を模倣することを通して参加できる。

学習の態度や習慣は身に付いているが、学習内容に
よっては、主体的に取り組めない。理解力はある
が、不安感が強くなると集中しづらい。

人と関わる際の緊張や不安を軽減するための支援や
方法は理解しつつあるが、自ら活用することはでき
ない。困ったときには、特定の教師になら支援を求
めることができる。

落ち着いた環境であれば、年齢相応の態度や姿勢で
学習活動に参加できる。

特定の教師に対しては、自分の意思を言葉で伝えよ
うとする。

自分の特性には気付いているものの、それらを正し
く認識し、改善・克服しようとする意欲はない。

回答できなさそうだと感じると不安が増し、爪かみ
が始まる。

WISC-Ⅳ（R3.6）知的な遅れは認められない。

集団での遊びは好まず、特定の仲間と集団から離れ
たところで遊んでいた。興味や関心のあることに
は、夢中になって取り組んだ。

年中時まで常に教師のそばを離れずにいたが、年長
時になってからは、特定の仲間となら関わりがもて
るようになった。

学習の状況

意思の伝達の状況

自己理解の状況

諸検査等の実施

行動観察

検査の結果

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報

成長過程

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

生活リズムの形成

身辺の自立の状態

集団参加の状況

本人の障がいの状態等に関すること

学習意欲や学習に対する取組の姿勢や態度、習慣

障がいによる学習上又は生活上の困難を改善するため
に、工夫し、自分の可能性を生かす能力

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（情緒障がい）

１　情緒障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①情緒障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

幼児期の発達状況

行動問題の状態

併存している障がい等の有無

身体症状の有無

服薬治療の有無

自閉症・情緒障がい特別支援学級
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発表場面では、一番安心して話せる方法（タブレッ
ト端末に書いてから発表する等）を決め、伝える。

場所や場面の変化がある際に、教師の支援を受けな
がら受け入れる。

日記や作文などの伝えやすい方法で気持ちや意思を
表現する。

身近な人に対してあいさつや定型の文を大きな声で
話す。

自分の意思を表現するために必要な技術や態度が身
に付くような指導内容を設定する。

不安定になると学習の積み上げが難しいため、理解
の状況に応じ基礎的・基本的な内容の習得から開始
する。また、一律な評価方法による不利益が生じな
いようにする。

意図したことを言語表現できない場合があることか
ら、緊張や不安を緩和させるよう配慮する。

欠席が多いことにより生じる学習機会の不足に配慮
する。

不安定な状態が続くことによる、登校時間の減少や
自尊感情の低下に配慮する。主体的にコミュニケー
ションを取れるキーパーソンを核とし、支援体制を
整える。

医療機関からの助言を受けながら、障がいの特性に
ついて理解を深められるようにする。

他者からの働きかけを適切に受け止められないこと
があることや言葉の理解が十分ではないことがある
こと等について、周囲の児童や教職員、保護者への
理解啓発に努める。

災害時の環境の変化に適応することが難しい場合も
あるため、心理的に混乱することを想定し、少人数
で対応できるような支援体制を整備する。

安心して自主的な移動ができるように、特別教室へ
の動線などを分かりやすくする。

興奮が収まらない場合を想定し、クールダウン等の
ための場所を確保する。

パニックに陥ったときを想定し、外部からの刺激を
制限できるような避難場所及び施設・設備を整備す
る。

小・中学校の状況 自校に自閉症・情緒障がい特別支援学級の設置有

希望する教育の場
本人・保護者とも自閉症・情緒障がい特別支援学級
への入級を希望

希望する通学方法 保護者による送迎を希望

特記事項なし

（イ）発達、障がいの状態及び特性等に応じた
　　　指導ができる施設・設備の配慮

（ウ）災害時等への対応に必要な施設・設備の
　　　配慮

２　学校や学びの場について

　ｃ心理面・健康面の配慮

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発
　　　を図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

状況に応じたコミュニケーションに関すること

言語の表出に関すること

③情緒障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服する
　　ための配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

ウ
施
設
・
設
備

（ア）校内環境のバリアフリー化

状況の理解と変化への対応に関すること

②情緒障がいのある子供に対する特別な指導内容

情緒の安定に関すること
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視点 記　録

特記事項なし

就学時健診で、課題について複数回説明を要した。

特記事項なし

言葉の分解や抽出に失敗することがある。

特記事項なし

聴覚的記憶が苦手　聞いたことを反復できない。　

特記事項なし

持続が難しい。

指示の聞き間違えや、聴写の失敗がある。

特記事項なし

視覚・聴覚検査では異常はない。

意欲はあるが、聞きもらしや忘れものが多い。

失敗を自覚し、改善したいと願っている。

認知面や対人関係でつまずくことが多い。
言葉での理解、聴覚的な処理が苦手。

WISC-Ⅳ（R3.8）知的な遅れは認められない。

就学時の申送り事項なし

メモをすると理解しやすいことを実感する。

ボイスレコーダーやタブレット端末を活用し、予定
等の必要事項を記録する。

特記事項なし

最後まで聞き取り理解することで仲間とコミュニ
ケーションを図る楽しさと充実感を味わう。

特記事項なし

音声と言語を正確に結び、概念を定着する。

聞きもらしたときに自分から尋ねる。

聞きもらしに注意をし、そのままにせず聞きなおす
ことの大切さに気付く。

工夫してできた経験を重ね、自信をもつ。情緒の安定に関すること

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報、成長過程

②学習障がいのある子供に対する特別な指導内容

感覚や認知の特性についての理解と対応に関すること

代替手段等の使用に関すること

言語の形成と活用に関すること

コミュニケーション手段の選択と活用に関すること

感覚の総合的な活用に関すること

認知や行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること

集団への参加の基礎に関すること

障がいの特性の理解に関すること

検査の結果

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

言語面

運動面

感覚や認知

姿勢

集中力

本人の障がいの状態等に関すること

教科学習上の困難さ

身体の動き

感覚や認知の特性

学習意欲や学習に対する取組の姿勢や態度、習慣

自己理解の状況

諸検査等の実施

行動観察

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（学習障がい）

１　学習障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①学習障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

幼児期の発達状況

併存している障がい等の有無

LD・ADHD等通級指導教室
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学習活動によって、ボイスレコーダーやタブレット
端末で記録する。席の位置を配慮する。

特記事項なし

必要に応じて要点を反復して伝える。

特記事項なし

聞くことに集中できる場を設定する。

各種相談機能を活用し、専門家からの助言を受け
る。

配慮に関わって、職員向け研修を実施し共通理解を
図る。

特記事項なし

施
設

設
備 指示を出すときには、実物や具体物を取り入れる。

小・中学校の状況 自校にLD・ADHD等通級指導教室の設置有

希望する学びの場
本人・保護者ともLD・ADHD等通級指導教室の利用を
希望

希望する通学方法 通学班での集団登下校を希望

特記事項なし

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

３　その他

併せ有する他の障がいの有無と障がい種

２　学校や学びの場について

③学習障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服する
　　ための配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発
　　　を図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

（ア）発達、障がいの状態及び特性等に応じた
　　　指導ができる施設・設備の配慮
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視点 記　録

特記事項なし

健診時に療育を勧められたが通わなかった。

注意の集中が短い。身体を常に動かしている。

特記事項なし

小１より服薬有

準備等に時間を要し、遅れがちである。

片付けが苦手で、持ち物がそろわない。

自分一人でルールを変えてしまうことがある。

順番が守れないことがある。

忘れものが多い。指示の聞きもらしが多い。

漢字や数字の書き写しに間違いが多い。

順番を守れないことがある。

座位や立位が崩れ、活動が持続できなくなる。

概ね学習は理解している。

自分ばかり叱られていると怒ることがある。

質問を最後まで聞かず、出し抜けに答える。

視覚優位。知的な遅れは認められない。

他者のおもちゃを奪う、たたくことが多い。

個別であれば、話を聞けるようになってきた。

留意点を踏まえた結果

認定こども園・幼稚園・保育所、児童発達支援施設等からの情報

学校での集団生活に向けた情報

成長過程

行動観察

服薬治療の有無

心
理
学
的
・
教
育
的
側
面

発達の状態等に関すること

生活リズムの形成

基本的な生活習慣の形成

遊びの状況

社会性

本人の障がいの状態等に関すること

学習意欲や学習に対する取組の姿勢や態度、習慣

感覚や認知の特性

社会性

身体の動き

学習の状況

自己理解の状況

諸検査等の実施

教育的ニーズを整理するための調査事項の例（注意欠陥多動性障がい）

１　注意欠陥多動性障がいのある子供の教育的ニーズについて～教育的ニーズを整理するための観点～

①注意欠陥多動性障がいの状態等の把握

事　項

医
学
的
側
面

障がいに関する基礎的な情報の把握

既往・生育歴

幼児期の発達状況

不注意、衝動性、多動性の状態

併存している障がい等の有無

LD・ADHD等通級指導教室
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注目すべき場所を分かりやすくし、意識的に着目し
て取り組む。

自分で実現可能な目標を決め、適切な行動を選択す
る。

日課の中に片付け時間を決め、片付け後の写真を見
ながら整理整頓する。

座面の滑止めマットを利用し、姿勢が崩れないよう
に座る。

特記事項なし

小集団のゲーム等で簡単なルールを理解し、守る。

自分でタイマーを設定し、時間を確認しながら活動
する。

気持ちを表現するのに適した言葉を知る。

一度周囲を見てから話したり動いたりして、相手の
思いを知ることの大切さに気付く。

イライラしたときの対処法を考える。

特定のものに注意を向けることができるよう、黒板
まわりの整理をするなどの配慮をして指導する。

内容を分割して適切な量にするなどして調整する。

指示を短く行い、視覚的資料に残す。

危険防止策を講じ、体を動かす機会を取り入れる。

良い面を認め合える学級の雰囲気づくりをする。

医療機関と連携し、指導の充実を図る。

不適切だとみられる行動にも理由があるなど、周囲
の児童や教職員に対し、理解を求める。

端的な避難指示について、教職員で共有する。

クールダウンできる場所を確保する。危険個所に
は、立ち入り禁止や危険であることの表示をする。

避難場所において落ち着きを取り戻せる場所を確保
する。単独行動を避ける。

小・中学校の状況
自校にLD・ADHD等通級指導教室の設置なし
中学校区にLD・ADHD等通級指導教室の設置有

希望する学びの場
本人・保護者ともLD・ADHD等通級指導教室の利用を
希望

希望する通学方法
自校に設置されず、他校通級となった場合は保護者
による送迎を希望

特記事項なし併せ有する他の障がいの有無と障がい種

施
設

設
備

（ア）発達、障がいの状態及び特性等に応
　　　じた指導ができる施設・設備の配慮

（イ）災害時等への対応に必要な施設・設備の配
　　　慮

２　学校や学びの場について

設置者の受
け入れ体制

本人・保護
者の希望＿

イ
支
援
体
制

（ア）専門性のある指導体制の整備

（イ）子供、教職員、保護者、地域の理解啓発を
　　　図るための配慮

（ウ）災害時等の支援体制の整備

３　その他

言語の受容と表出に関すること

障がいの特性の理解に関すること

情緒の安定に関すること

③注意欠陥多動性障がいのある子供の教育における合理的配慮を含む必要な支援の内容

ア
教
育
内
容
・
方
法

（ア）教育内容

　ａ学習上又は生活上の困難を改善・克服するた
　　めの配慮

　ｂ学習内容の変更・調整

（イ）教育方法

　ａ情報・コミュニケーション及び教材の配慮

　ｂ学習機会や体験の確保

　ｃ心理面・健康面の配慮

行動の手掛かりとなる概念の形成に関すること

②注意欠陥多動性障がいのある子供に対する特別な指導内容

注意集中の持続に関すること

行動の調整に関すること

生活のリズムや生活習慣の形成に関すること

姿勢保持の基本的技能に関すること

作業に必要な動作と円滑な遂行に関すること

集団への参加の基礎に関すること
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